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研究成果の概要（和文）：国際立憲主義の力点として、(1)法の支配、(2)民主主義、(3)人権規範の強調、(4)規
範の階層性の四つが挙げられる。本研究は、近年国際法の潮流として強まるこの国際立憲主義の観点、特に、
(1)の法の支配の観点から海洋法を見直した。国連海洋法条約の締結以降、海洋法上の問題が一方的に司法機関
に提訴されるようになった。その結果、比中仲裁をはじめ、多くの裁判が行われるようになった。確かに、司法
機関の判断によって、あらゆる海洋法上の紛争が解決してきてかと言えば必ずしもそうではない。しかしなが
ら、司法機関の判断が国家に対して影響を与えていることもまた事実であり、その事実は軽視されるべきではな
い。

研究成果の概要（英文）：International constitutionalization put emphasis on the following four 
points: (1) the rule of law, (2) democracy, (3) human rights norm, and (4) hierarchy of norms. In 
this research, from this perspective of international constitutionalization, especially the rule of 
law, the current state of the law of the sea is examined. Since the adoption of the UN Convention on
 the Law of the Sea (UNCLOS), State parties have unilaterally brought the dispute before the UNCLOS 
tribunals. Certainly, sometimes their decisions are not followed by the parties to the dispute as in
 the case of the South China Sea Arbitration. However, it is also confirmed the decision of the 
tribunals have given an impact on the behavior of States more or less and this fact should not be 
underestimated. 

研究分野：国際法

キーワード： 国連海洋法条約　海洋法　国際立憲主義　法の支配　民主主義

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、次の二つの学術的な意義を有する。第一に、国際法の立憲化研究への貢献である。第二に、海洋法の
変化を捉える点においてである。現在、国際海洋法は「海洋の自由」から「海洋の管理」への大きな変革の時を
迎えており、この文脈において、立憲化という潮流が、国際法の中の一つの支流である海洋法を、より国内法モ
デルに寄せていることは、評価されるべきである。また、学術の文脈を離れ実務的にも、四面を海に囲まれた日
本にとって、海洋の法秩序は非常に重要である。特に、中国・韓国・ロシアといった海を隔てた隣国との現状に
鑑みれば、国際海洋法を正しく理解し、運用することが重要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 国際立憲主義の研究が進み、その限界も捉えられるようになるなかで、海洋法については、
国際法の伝統的かつ重要な分野の一つであるにもかかわらず、立憲化の議論がほとんど行われ
ていなかった。その理由の一つには、国際立憲主義と海洋法が親和的でないこと側面があるの
かもしれない。他方で、法の支配などは、海洋の分野においても強調されるところであり、そ
の研究は国家間関係においても重要と思われる。そこで、国際立憲主義が海洋法にどのような
影響を及ぼしているかについて考察した。 
 
２．研究の目的 
国際立憲主義という概念は多義的であり、その意味するところは同概念を用いる人や機関に
よって異なるところも少なくない。ただ、現在では、国際立憲主義の力点として、(1)法の支配、
(2)民主主義、(3)人権規範の強調、(4)規範の階層性の四つが一般的に挙げられるようになって
いる。本研究は、近年国際法の潮流として強まるこの国際立憲主義の観点から、海洋法を見直
すものである。海洋法においては、17 世紀より唱えられてきた「海洋の自由」が限界を迎え、
現在では、「海洋の管理」の必要性が叫ばれるようになってきていることから、上述の国際立憲
主義の四つの力点を軸として、この海洋の管理の現在ある姿、そしてあるべき姿を検討してい
く。 

 
３．研究の方法 
まず、【課題 A】として、立憲化の基礎となる国際立憲主義について研究する。上述した国際
立憲主義の四つの力点が、具体的にいかなるものかについての分析を行う。次に、【課題 B】と
して、国際海洋法の立憲化について四つの力点個々の観点から考察を行う。【課題 A】と【課題
B】との関係について言えば、原則として、前者が後者の基盤となる予定である。他方で、この
【課題 B】を通して得られた知見は、また逆に【課題 A】の研究の深化につながることが期待さ
れる。そして、その研究はさらに【課題 B】に反映することができると考えられる。この【課
題 A】と【課題 B】との往還によって、国際立憲主義と、国際海洋法の立憲化の双方が豊かなも
のになっていくと考えられるのである。 
 
４．研究成果 
本研究は、近年国際法の潮流として強まるこの国際立憲主義の四つの観点、(1)法の支配、(2)
民主主義、(3)人権規範の強調、(4)規範の階層性、のうち、特に、(1)の法の支配の観点から海
洋法を見直した。国連海洋法条約の締結以降、海洋法上の問題が一方的に司法機関に提訴され
るようになった。その結果、比中仲裁をはじめ、多くの裁判が行われるようになった。確かに、
司法機関の判断によって、あらゆる海洋法上の紛争が解決してきてかと言えば必ずしもそうで
はない。しかしながら、司法機関の判断が国家に対して影響を与えていることもまた事実であ
り、その事実は軽視されるべきではない。また、法規範に注目を集めて行ってきた本研究であ
るが、海洋秩序の維持においては、非法規範も重要であることが浮き彫りになった。そのため、
今後は非法規範も検討対象として研究を進めていく必要がある。 
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